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改正のポイント１
　医療費控除は、適用を受ける人が多い所得控除です。この医療費控除について、納税者の負担を軽減し、申告手続を簡素化する改正が行われま
した。
　平成29年分の確定申告から、申告書に医療費の領収書を添付（又は申告書を提出する際に提示）する必要がなくなり、代わりに「医療費控除の
明細書＊」を添付することになりました。改正のポイントは、次の２つです。
＊ 医療費控除の特例（セルフメディケーション税制）の適用を受ける場合には、医薬品購入費の領収書の添付等の代わりに「セルフメディケーション税制の明細書」

医療費通知とは３
　医療費通知とは、医療保険者が発行す
る医療費の額等を通知する書類（「医療
費のお知らせ」など）です。右の６つの
全てが記載されているものに限られます。

注意点４
⑴　領収書はいらなくなるのか
　「医療費控除の明細書」を確定申告書に添付することにより、領収書を提出する必要はなくなりましたが、領収書は５年間保存しなければなり
ません。ただし、医療費通知を添付している場合には、それに係る領収書の保存義務はありません。
　なお、平成29年分から平成31年分までの確定申告については、経過措置により、「医療費控除の明細書」を添付しないで、従来どおり医療費の
領収書を添付（又は提示）する方法によることもできます。

⑵　医療費通知を添付する場合
　医療費通知には、１月から12月までの間に支払った全ての医療費が記載されているとは限りません。医療費通知に記載されていない医療費を控
除の対象にする場合には、「２　医療費（上記１以外）の明細」欄にその明細を記入することになります。

⑶　平成28年分以前の確定申告書を提出する場合
　平成28年分以前の確定申告書（医療費控除の適用を受けるもの）を提出する場合には、改正前の取扱いとなります。すなわち、申告書に医療費
の領収書を添付（又は申告書を提出する際に提示）します。

１　「医療費控除の明細書」の添付が義務化され、領収書の添付（又は提示）が不要となった。

2　「医療費控除の明細書」に医療費通知（「医療費のお知らせ」など）を添付する場合には、支払先の名称など明細の記入を省略できる。

① 被保険者又はその被扶養者の氏名
② 療養を受けた年月
③ 療養を受けた者の氏名

④ 療養を受けた病院、診療所、薬局等の名称
⑤ 被保険者又はその被扶養者が支払った医療費の額
⑥ 保険者等の名称

｢医療費控除の明細書」とは２
　「医療費控除の明細書」は、３つの区
分から構成されています。

１　医療費通知に関する事項

医療費通知を添付する場合に記入

2　医療費（上記１以外）の明細

医療費通知に反映されていない医療費を記入、
又は医療費通知を添付しない場合に記入

3　控除額の計算

１と2の記入から医療費控除額を計算

医療費控除の明細書の記載例（国税庁ＨＰより抜粋、一部著者加筆）

③

③

②

②

①

①

①

医療費通知の合計額を記入

医療費通知にもとづいて記入

•医療を受けた人
•病院・薬局
ごとに医療費を合計して記載します。
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